平成２７年度　第１５回人事委員会　会議結果
	１　開催日時


　　　平成２７年１０月１９日（月）午前１０時２０分～１０時４５分
	２　開催場所


　　　人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階）
	３　出席者


【人事委員】　　　委 員 長    曽　我　紀　厚

　　　　　　　　　　委　　員　　中　原　　　都

　　　　　　　　　　委　　員　　上　田　博　久

【事務局職員】　　事務局長　　三王寺　由　道　　次長兼任用課長　　谷　口　正　博

　　　　　　　　　　給与課長　　吉　野　一　朗　　係　    　  長　　富　山　哲　明　　

　　　　　　　　　　係　　長　　向　井　京　子　　係　　　　　長　　河　村　　　淳

　　　　　　　　　　係　　長　　古　川　真　史

【傍聴者】　　　　３名
	４　議　題


・議案第１号　人事委員会規則等の一部改正について（常勤看護師設置関係） 

・議案第２号　人事委員会規則の一部改正について（管理職手当に関する規則関係）

	５　議事の公開・非公開


議事について公開又は非公開のどちらとするかについて審議を行い、公開とすることについて全員の合意を得た。

	６　議　事

	


１　議案第１号

人事委員会規則等の一部改正（常勤看護師設置関係）について事務局が説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】

　次のとおり人事委員会規則等の一部を改正するもの。

（１）改正する規則等の名称

①　規則

  　ア　給料表の適用範囲に関する規則

  　イ　職員の職務の級の分類に関する規則

②　通知

  　ア　職の区分表について

（２）概要

    　県立特別支援学校において、医療的ケア（痰の吸引等）を必要とする幼児・児童・生徒が、より安全な学校生活を過ごせるように医療的ケア実施体制の整備と教育の充実をはかるため、非常勤看護師を統括し、医療的ケアにかかる業務をコーディネートする常勤看護師の職（学校看護師長、学校看護主幹、学校看護主任、学校看護師）を新たに設置することから、関係する規則等の改正を行うもの。

①　給料表の適用範囲に関する規則

      医療職給料表（３）を適用する職員に、特別支援学校の学校看護師長、学校看護主幹、学校看護主任及び学校看護師を追加。

②　職員の職務の級の分類に関する規則

      医療職給料表（３）級別職務分類表に教育機関の欄を新たに設け、特別支援学校の学校看護師（２級）、学校看護主任（３級）、学校看護主幹（４級）及び学校看護師長（５級）を追加

③　職の区分表について

      医療職給料表（３）の職の区分表に教育機関の欄を新たに設け、特別支援学校の以下の職を追加。

      ・学校看護師　　　　　　　　　《看護師及び同相当職　（１級又は２級）》

      ・学校看護主幹、学校看護主任　《看護主任及び同相当職（３級又は４級）》

      ・学校看護師長、学校看護主幹　《看護師長及び同相当職（４級又は５級）》

（３）適用日

    　公布日からの施行とする。
【質　疑】

委　員

職の区分表について、「学校看護主幹」は「看護主任及び同相当職」と「看護師長及び同相当職」に分かれるということでよいか。それは４級だからか。

事務局

「学校看護主幹」は病院局等の「副看護師長」からの任用を想定している。「副看護師長」の級の設定が、病院局では５級、知事部局では４級である。つまり、「副看護師長」は病院局においては「看護師長及び同相当職」、知事部局においては「看護主任及び同相当職」にあたるため、それぞれにおいて対応できるようにしたもの。

委　員

職務内容については、教育委員会からの要望にあるように、非常勤看護師の統括、医療的ケアに係る業務のコーディネートということでよいか。

事務局

そのとおり。

委　員

新たに設置する職であり、任命権者が組織としてやりやすいようにしているものであり、異論はない。

委　員

看護師の配置は異動等による対応ということになるのか。

事務局

速やかな配置になるように任命権者で調整中とのことである。

２　議案第２号

　　人事委員会規則の一部改正（管理職手当に関する規則関係）について事務局が説明し、原案のとおり決定した。
【説　明】

  次のとおり人事委員会規則の一部を改正するもの。

（１）規則の名称

　　　管理職手当に関する規則

（２）概要

　　  経済産業振興監の管理職手当の区分を非特定職（現行　特定職）とするもの。　

（３）改正理由

      平成２７年７月１日付機構改革に伴い、経済産業総室長が廃止され、経済産業振興監が新設されたが、複数課業務を所管する経済産業振興監の管理職手当の取扱いは、「非特定職」とするのが適当であるにも拘らず、知事部局から誤って「特定職」とする規則の改正依頼が当委員会にあり、依頼のとおり規則改正を行っていた。このため当該誤りを是正するため、経済産業振興監を「非特定職」として規則を改正する。

（４）施行期日

　　　公布日とする。（適用日は、平成２７年７月１日）
【質　疑】

委　員

「監」の名称がついているものについて、特定職と非特定職が混在して一致させないのはなぜか。

事務局

「経済産業振興監」というのは、対外的・政策的に、次長ではなく「監」として専門的に強力に推進する責任者ということを打ち出したいという意図があったと思う。本来であれば、「監」は特定職というのがわかりやすいと思うが、諸事情を勘案して「経済産業振興監」は非特定職という整理になったもの。

委　員

今回の誤りが判明した経緯は何か。

事務局

「経済産業振興監」本人からの問い合せがきっかけと聞いている。
事務局

名称は「経済産業総室長」から「経済産業振興監」に変わったが、やっている仕事は変わらないのに給料が変わるのはおかしいということに気づいたということ。

委　員

どうすれば今回と同様のミスを防ぐことができるのか。

おそらく知事部局でのチェックはかかっているが、名称では区別がつかない。１つの課を所管しているか複数の課を所管しているかどうかによって変わるというのは、確定したルールではなく決めごとの話。同じ仕事をしていても部署や役職によって変わるということはあり得るので、決めごとに関しての任命権者とのコミュニケーションの問題だと思う。

事務局

十分注意したいと思う。

委　員

今回は誤りとあるが、誤った期間が長い場合、例えば１年前であれば遡るのか。

事務局

基本的には２年までは遡りが可能というのが法律上の整理だと思う。それ以上であれば、個別の案件によると思う。請求権の時効が２年なのか、それとも時効が適用されないのか、ということもある。

委　員

請求権が発生するのは改正後になる。

事務局

今回の案件は（平成２７年７月のことであり）問題ないが、もし発覚したのが５年後だったとした場合に本人が承知し得たのかどうか、請求権が発生したのがいつなのかといったことが問題になると思う。

委　員

一次的には任命権者側の問題。区分けの部分は人委で規則制定するため人委も確認すべきではあったが、区分けのルールは明確にないため、任命権者から改正依頼があって、給料が下がっていてもそれが正しいということになれば、それで決まってしまう。本人が認識し得るかどうかという話とも違うような気がする。

　　今後、よく確認するようにしてほしい。

	７　次回人事委員会の開催


　　平成２７年１１月１６日（月）午前１０時から開催することとした。
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